
為替週間展望＝ドル円は底堅い動きも介入に警戒

　　　　　　　　　　［５月６日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 29 日～ 5 月 2 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  157.99   160.17(29)    153.04( 1)    155.42   -2.91

ユーロ・ドル  1.0689   1.0735(30)    1.0650( 1)    1.0721   +0.0028

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    38,236.07     +301.31     日本10年債利回り   0.905   +0.014

ダウ平均株価    37,903.29     -336.37     米10年債利回り     4.628   -0.035

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

６日　　中国４月財新サービス業ＰＭＩ

　　　　独４月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏３月生産者物価指数

７日　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　スイス４月雇用統計

　　　　独３月製造業受注指数、独３月貿易収支

　　　　ユーロ圏３月小売売上高

　　　　カナダ４月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

８日　　独３月鉱工業生産指数

９日　　中国４月貿易収支

　　　　日本３月景気動向指数速報値

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　米新規失業保険申請件数

１０日　日本３月勤労者世帯家計調査、日本３月経常収支

　　　　英第１四半期ＧＤＰ速報値

　　　　英３月鉱工業生産指数、英３月製造業生産指数、英３月貿易収支

　　　　カナダ４月雇用統計

　　　　米５月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米国の景気の強さにより、政策金利の高止まりや利下げ後ずれ観測

が高まると、米長期金利の上昇やドル買いにつながる。ドル円は日本の当局によるドル

売り円買い介入への警戒感がドル円の上値を抑える中、高値圏で緩やかに上値を追う展

開が見込まれるとした。

　　　　

【ドル円は高値圏で荒れた動き】

　４月２６日の日銀金融政策決定会合の結果発表では、金融政策に変更はなかった。植

田総裁の記者会見で、「当面、緩和的な金融環境が継続する」「基調的な物価に円安は

今のところ大きな影響でていない」などと述べた。

　　

　円安けん制もインフレを警戒する姿勢も見られなかったことで、円売りの動きに拍車

をかけた。２６日のドル円は日銀会合の結果発表前の１５５円台半ばから１５７円台半

ばまで大きく上値を伸ばした。この日の海外市場では１５８円台前半まで上昇した。

　　

　日本市場が休場となる週明けの４月２９日にドル円はドル買い円売りが進んで一時１

６０．１７まで上昇した。その後はドル売り円買い介入とみられる動きなどから１５５

円近辺まで急落した。その後いったん１５７円台まで戻したものの、再び売りに押され
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て１５４円台半ばまで下落した。

　　

　神田財務官は２９日に「介入に関してはノーコメント」「異常ともいえる激しい変動

が国民経済にもたらす悪影響には看過しがたいものがある」「したがって引き続き必要

に応じて対応をしていきたい」と述べた。また、介入に関しては「２４時間３６５日対

応できる」と常に準備が整っていることを明らかにした。市場関係者の間では、日銀の

当座預金の変動などから５兆円規模の為替介入があったとの見方が広がっている。

　　

　３０日の朝に１５６円台前半で迎えると、その後はもみ合いながら緩やかに上昇して

１５７円台後半まで上値を伸ばした。この日発表の第１四半期の米雇用コスト指数が市

場予想を上回り、賃金インフレの根強さが意識されて米長期金利が上昇するとともにド

ル買いの動きにつながった。５月１日にはＦＯＭＣまでは１５７円台での推移となっ

た。

　　

　５月１日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の結果発表では政策金利は予想通りに

据え置きとなった。声明文では、「最近数か月はインフレ抑制の進展に向けての進展が

なかった」と指摘があった。パウエル議長の記者会見では、「インフレは想定を上回る

水準で推移している」「利下げ可能と判断できるまでまだ時間がかかる」「「次の一手

は利上げである可能性は低い」などと述べた。

　　

　市場の想定ほどはタカ派的ではないとの見方は広がった。ドル円はパウエル議長の記

者会見後に１５７円台後半から１５７円近辺まで軟化した。その後、大きなドル売り円

買いの動きを受けて、ドル円は１５３．０４近辺まで急落した。介入の可能性が指摘さ

れている。その後、ドル円は１５６円台まで戻り歩調で推移している。

　　

　米国では景気が堅調で、インフレの鈍化ペースが減速している。こうした動きから米

１０年債利回りは４．５～４．７％台でもみ合いながら緩やかに上昇しており、ドルは

堅調な動きを見せている。一方で、日銀は円安進行をけん制することもなく、緩和的な

金融政策が維持されて円売りの動きに傾きやすく、ドル円は緩やかに上値を追う展開が

続きそうだ。実際に介入とみられる動きもあり、引き続き介入警戒感が上値を抑えて、

上昇ペースは緩やかなものとなろう。なお、介入が入った際は大きく値を崩す可能性が

ある。ドル円の目先の予想レンジは、１５２．００～１６１．００円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、９日に日本３月景気動向指数速報値、米新規失

業保険申請件数、１０日に日本３月勤労者世帯家計調査、日本３月経常収支、米５月ミ

シガン大学消費者信頼感指数速報値などがある。

　　

【ユーロドルはレンジ内で一進一退の動きか】

　ユーロドルは４月２６日に１．０７台半ばまで戻したものの、その後は１．０７００

ドルを挟んでのもみ合いが続いている。４月３０日には、独第１四半期ＧＤＰ速報値、

ユーロ圏第１四半期ＧＤＰ速報値、ユーロ圏４月消費者物価指数速報値（コア前年比）

の上振れなどでユーロ買いに傾く場面も見られた。その後、第１四半期の米雇用コスト

指数の強さなどからユーロ売りドル買いの動きを見せた。５月１日はＦＯＭＣやパウエ

ル議長の会見後は一時ユーロ買いドル売りに傾いた。

　　

　経済指標やイベントなどに振り回される中、１．０７００ドルを挟んでの振幅が続い

ている。ユーロドルは目立った方向感が出にくい中、日替わりで高下している。経済指

標などの動きに左右されやすい中、ユーロドルは最近のレンジを中心とする一進一退の

動きが続くとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０５５０～１．０８５

０ドル。

　　

　４月２９日にポンドドルは１．２５７０近辺まで上昇した。その後は上昇一服とな

り、１．２５００ドル近辺でのもみ合いとなっている。１．２５００ドル割れでは底固

い動きを見せているものの、２００日移動平均線が抵抗として意識されて上値を抑えら

れている。こうした中、ポンドドルも目先はもみ合いで推移するとみられる。９日の英

金融政策委員会（ＭＰＣ）では政策金利は据え置きの見通し。利上げは８－９月頃とみ

られている。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２３００～１．２７００ドル。

　　



　日米以外の今後の経済指標やイベントは、６日に中国４月財新サービス業ＰＭＩ、独

４月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏３月生産者物価

指数、７日に豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、独３月製造業受注指数、独３月貿易収支、ユ

ーロ圏３月小売売上高、８日に独３月鉱工業生産指数、９日に中国４月貿易収支、英中

銀（ＢＯＥ）政策金利、１０日に英第１四半期ＧＤＰ速報値、英３月鉱工業生産指数、

英３月貿易収支、カナダ４月雇用統計などがある。
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